
○測位衛星の補完機能(測位可能時間の拡大）、測位の精度や
信頼性を向上させる補強機能やメッセージ機能等を有する実
用準天頂衛星システム※を開発・整備します。
※準天頂衛星１機が日本の天頂付近に滞在するのは８時間程度で、メインテナン

ス時間を考慮すると、２４時間運用には最低４機が必要→準天頂衛星システム

○開発・整備・運用に伴い、①準天頂衛星システムの運用に必
要な周波数の獲得に向けた衛星運用国との周波数調整(国際
周波数調整）を行うとともに、②全体の事業管理に係る技術
的アドバイザリー業務、③利用促進に係るアドバイザリー業
務（受信機の量産化に向けた標準化への取組）等を行います。

 「実用準天頂衛星システム事業の推進の基本的な考え方」（平成23年9月
30日閣議決定）において、
①実用準天頂衛星システムの整備に可及的速やかに取り組む
②2010年代後半を目途にまずは４機体制を整備し、将来的には持続測位が

可能となる７機体制を目指す
③実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用は、準天頂衛星初号機「み

ちびき」の成果を活用しつつ、内閣府が実施することとされています。

国

準天頂衛星製作費等

衛星製造者等

○３機分の開発・整備を本事業で行います。
○国際周波数調整、衛星と地上の両システム間連携、準

天頂衛星に対応した受信機の標準化等を行います。
○地上システムの整備・運用は、民間資金を活用したＰ

ＦＩ事業で行います。(別途予算措置済み）

実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用に必要な経費
①実用準天頂衛星製作等経費（平成24～28年度（５年国債））

②実用準天頂衛星運用等経費(平成24～28年度（予定））
平成２5年度概算要求額１０,55５百万円（平成２４年度予算額１０,６04百万円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○産業の国際競争力強化
○産業・生活・行政の高度化・効率化
○アジア太平洋地域への貢献と我が国プレゼンスの向上
○日米協力の強化
○災害対応能力の向上等広義の安全保障

期待される効果

準天頂衛星
システム

（宇宙システム）

準天頂衛星システム利用者

GPS

××

準天頂衛星
システム

（地上システム）

アジア太平洋地域
をカバー

準天頂衛星運用等経費
民間事業者等

委託

国際周波数調整
（交渉に数年を要する）

内閣府宇宙戦略室
０３-５１１４-１９１４

条件（対象者、対象行為、補助率等）
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○衛星から取得した画像やデータは、国民生活、行政、産
業、科学技術、宇宙外交などの面で、大きな便益をもた
らすことが期待されています。

○しかし、それらのデータは各機関で別々に管理され、専
門家によって個別に利用されている状況です。

○「新成長戦略 ～元気な日本」復活のシナリオ～」（平成２２年
６月１８日閣議決定）及び「日本再生戦略」（平成24年7月31日
閣議決定）に基づき、衛星データのより有機的な利活用を
促進するため、以下のような機能を有する「衛星データ
利用促進プラットフォーム」の整備・運用を進めます。

• 利用者が、どの衛星・センサーかという区別なく、
統合的に衛星データを横断的に検索、利用するこ
とを可能とする仮想データベース

• 衛星データ利用の敷居を下げるため、既存のweb上
の地図との重ね合わせ、一般的なフォーマットへ
の変換などを行うためのデータ処理機能

国

委託

民間団体等

○平成２４年度に整備する横断検索機能及び地図との重ね
合わせ表示機能等を運用するとともに、一般的なフォー
マットへの変換、切り出しや回転等のデータ処理機能等
のシステム整備を行い、機能を拡充します。

衛星データ利用促進プラットフォーム整備・運用
平成２５年度概算要求額６２百万円（平成２４年度予算額 ６２百万円）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○一層効果的な災害対応への寄与

○農林水産業等の生産性向上、森林管理や水資源管理な
ど環境問題をはじめとする新たなビジネス創出の促進

○アジア地域等における日本の宇宙システムの貢献及び海
外展開促進 など

期待される効果

内閣府宇宙戦略室
０３-５１１４-１９１４

条件（対象者、対象行為、補助率等）
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○ 「内閣府設置法等の一部を改正する法律」が平成２４年７
月１２日に施行され、内閣府に宇宙政策の司令塔機能と準
天頂衛星システムの開発・整備・運用等の施策の実施機能
を担当する体制が整備されました。

○ 主な事務として、

１．宇宙開発利用の総合的かつ計画的な推進を図るための
基本的な政策に関する企画及び立案並びに総合調整

２．宇宙開発利用の推進（他省の所掌に属するものを除く）
３．実用準天頂衛星システムの開発・整備・運用
を行うこととしています。

○ 本予算は、主な事務のうち、宇宙開発利用の推進を図る
ための新たな戦略を策定するための経費です。

国

委託

民間団体等

○ 宇宙利用方策開拓調査
宇宙の利用を推進するため、リモートセンシング衛星

等のデータの新たな活用方法などを開拓・調査し、リ
モートセンシング衛星等の行政、産業、社会生活等各面
での実利用拡大を図るための戦略を策定します。

(96百万円)
○ スペースデブリ等宇宙状況監視に関する調査

スペースデブリをはじめとする宇宙物体の監視及び解
析を行うために必要となる宇宙状況監視システムに関す
る調査研究を行うこととしています。(30百万円)

宇宙利用拡大の戦略策定
平成２５年度概算要求額１２６百万円（新規）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○ 宇宙開発利用の推進を図るための施策の強化

期待される効果

内閣府宇宙戦略室
０３－５１１４－１９１４

条件（対象者、対象行為、補助率等）
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○我が国の宇宙輸送に係る中長期的な戦略立案に資するた
めの調査を行うとともに、検討会等を開催します。

【参考】
「平成２５年度宇宙開発利用に関する経費の見積りの方

針」（平成２４年８月１７日宇宙政策委員会決定）にお
いて、宇宙輸送戦略について以下の通り示されています。

「今後、官民による宇宙利用の拡大が見込まれる中で、
デュアルロンチなど打上コストの削減等速やかに実施す
べきものに加え、10～20 年後の将来を見据えた我が国
の宇宙輸送戦略について詳細な調査・検討を行った上で
策定することが不可欠であり、当該戦略策定の中で、
H2A/B の後継のロケットや、HTV-R などの有人輸送技術
の在り方を明らかにすべきである。」

国 民間団体等

○各国の宇宙輸送政策

○国内外の宇宙輸送ニーズ

○宇宙輸送サービスの国際市場の状況

等の調査を行うとともに、有識者による検討会等を開催し
ます。

宇宙輸送戦略の立案
平成２５年度概算要求額２２百万円（新規）

事業概要・目的 事業イメージ・具体例

○国内外の宇宙輸送に係る動向把握
○中長期的なロケット戦略の策定に資する

期待される効果

出典：SpaceX社HP

SpaceX社(米)のファルコン9ロケット

出典：アリアンスペース社HP

アリアンスペース社(欧)のアリアン5ロケット

委託

内閣府宇宙戦略室
０３－５１１４－１９１４

条件（対象者、対象行為、補助率等）
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警察庁
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衛星画像ＤＢ

警察庁内各課
各県警本部等
事案担当課

高解像度衛星画像解析システム

衛星画像供給業者

撮影

衛星画像の発注

衛星画像の登録

衛星画像の
読み出し

衛星画像の受領

衛星画像の解析

回答レポー
トの送付

画像解析
依頼申請

警察庁情報通信局
情報通信企画課通信運用室

０３－３５８１－０１４１
（内線６０８６）

高解像度衛星画像解析システムの運用
事業期間（平成１２年度～）

平成2５年度概算要求額２９８百万円（平成2４年度予算額２７１百万円）

○ 目的

衛星画像データを各種警察活
動に活用します。
○ 事業内容

衛星画像供給業者より購入した
衛星画像を、高解像度衛星画像解
析システムを用いて解析し、各種
警察活動に活用します。

東日本大震災においては、被
災前後の衛星画像について、鮮明
化したり道路位置情報を付加する
などの画像処理を施し、被災状況
の把握等に活用しました。

事業の内容 事業イメージ

衛星画像の発注

国

衛星画像
購入費等 衛星画像

購入契約
業者等

資金の流れ
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